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Ⅰ．はじめに
　我が国は，今後さらに少子高齢化の伸展が見込まれる中，働き方改革を積極的に進めている1）。そ

の背景として，日本の人口，特に労働力の中核となる生産年齢人口が継続して減少し，労働力不足が

日本経済の持続的成長に影響を及ぼすほど深刻になっているためである2）。2017年12月１日現在の日

本の人口は１億2,669万人で，ピーク時の2008年12月の１億2,810万人に比べて141万人も減少した。さ

らに，労働力人口15～64歳年齢階層の割合は1920年の58.3％から1992年には69.9％まで上昇したが，

その後は減り続け，2017年には59.9％で1920年の水準まで減少した3）。一方，同期間における65歳以

上人口の割合は5.3％から27.8％に大きく増加した。全人口に占める15～64歳年齢階層の割合の減少

は，生産可能人口の縮小を意味し，日本では毎年80万人以上の生産可能人口が減っている状況である
3）4）。このような労働力不足という量的な問題に加えて，低い労働生産性という質的な問題も，日本

経済が抱える大きな課題となっている2）。内閣府によると，働き方改革が生産活動に及ぼす影響とし

て，同一労働同一賃金等の非正規雇用の処遇の改善は，職務や能力が正当に評価されることを通じ

て，「労働者の働くモチベーション」を高め，能力開発のためのインセンティブをもたらすとことが

考えられ，結果として労働生産性が向上していくことが期待されるとしている5）。

　これらの議論においては，厚生労働省の「働きやすい・働きがい」のある職場づくり報告書6），内

閣府の働き方改革実行計画1），マスメディアや雑誌等においても，「働きがい」「仕事のやりがい」

「ワークモチベーション」といった用語が同義のものとして頻繁に用いられているのが散見される。

本稿では，「働きがい」や「仕事のやりがい」といった概念が，ワークモチベーションの概念と同様

の意味を含むのかを紹介する。

Ⅱ．「働きがい・仕事のやりがい」の概念
　労働者の「生きがい・働きがい」の構造について研究した安藤ら7）は，「生きがい」や「働きが

い」という言葉は日常生活の中で使われることが珍しくないとした上で，「～しがいがある」という
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言葉は，学問的定義がなく，日本独特の使いまわしであることを指摘した。また，高齢者の生きがい

に関する国際調査を行った森8）は，日本の状況を振り返り，①「生きがい」という言葉が日常用語と

して一般の人々に使われているという現象は，日本以外に他の国においてほとんどみられない，②日

本では，高齢男性の定年退職後の「生きがい」の喪失が社会問題として取り上げられるが，これは日

本に特徴的なことである，③一般に日本では，「～がい」と表現される言葉は，特定の宗教的概念に

より証明されることはなく，どちらかというと個人と社会の繋がりという意味で使われている，④さ

らにイタリア語，フランス語，英語には，日本語の「生きがい」の意味に相当する言葉はないことを

指摘した。これらの先行研究・調査からは，「～がい」という表現は，日本独特の使いまわしである

ことがわかる。「働きがい」や「仕事のやりがい」という言葉の「～がい」は，「働き」「仕事の」

に「かい（甲斐）」を付した言葉であるが，「かい（甲斐）」は「かひ」として，万葉集にも出てく

る古い言葉であり，日本国語大辞典では，自身の心の満足や価値を表す言葉として説明されている。

　「働きがい」「仕事のやりがい」をテーマにした先行研究・調査のうち，「働きがい」について明

確に定義している文献は，筆者の知る限り３文献しかない。足立は9），「働きがい」の定義を「単な

る職務満足という狭義の捉え方ではなく，働くことの楽しさや働くことの充実感という仕事そのもの

から得られる満足感と仕事をすることによって得られる報酬に対する満足感を意味する」とし，働き

がいの概念を，ハーズバーグの動機づけ−衛生要因理論10）に基づき，内発的要因と外発的要因に分

離した要因群として捉えた。小野11）は，「働きがい」という言葉を定義づけている文献をほとんど

目にしたことがないとした上で，「働き甲斐とは，その人の仕事生活の中で，職務満足感の重要な構

成要因である能力の十分な発揮や成長，達成感，充実感などを感じることができ，そして，それが自

己の人生の肯定に繋がること」と定義し，「働きがい」を職務満足（Job Satisfaction）12）の概念か

ら捉えた。さらに谷田部13）は，知る範囲で「働きがい」を定義づけているのは小野11）だけであると

した上で，「働きがい」は働くことに関係する場面，仕事関係的な状況で生じる主観的状態と捉え，

「働きがい」を「働くことにより生活の安定や社会との結びつきを実現するだけでなく，仕事や所属

組織が自分の適性や価値観に合っており，仕事や組織を通じて能力を十分に発揮できかつ人間として

成長でき，併せて働くことに達成感や充実感が生じ，仕事や所属組織自体に誇りを持ち，仕事や所属

組織に満足している主観的状態」と定義づけた。

　このように「働きがい」「仕事のやりがい」については，統一的な見解による学術定義はなく，ま

た，その構成要因について実証的に明らかにした研究・調査はない。先行研究・調査を概観すると，

「働きがい」「仕事のやりがい」について，内発的要因・外発的要因などの動機付け理論や職務満足

感といった視点から捉えていることがわかる14）15）。これらの議論を整理すると，「働きがい」「仕

事のやりがい」については，「働くこと，職務を遂行することにより満足感を感じている状態であ

り，働くこと，職務を遂行することに価値を感じている状態である。さらに，職務を遂行することに

志向性に働き，働くことに関係する状況で生じる心理状態の総称」と言える。

Ⅲ．「働きがい・仕事のやりがい」に関連するモチベーション理論
　「働きがい・仕事のやりがい」については，行動一般が出現する心理学的メカニズムを包括する理

論である動機づけ理論と関連性のある概念であると解釈することができる。教育心理学者の鹿毛16）
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は，動機づけについて，「動機づけ（motivation）とは，行為が起こり，活性化され，維持され，方

向づけられ，終結する現象」と定義されるとし，動機を規定する個人内の心理学的要因として「認

知」「感情」「欲求」の三つを挙げている。個人外要因としては，個人の外部にある刺激，つまり環

境を挙げ，個人外要因は具体的な刺激として特定できるものばかりではなく，状況・制度・文化と

いった広範な内容を含むとしている。この動機づけ理論（motivation）から「働きがい・仕事のやり

がい」を捉えると，「働きがい，仕事のやりがいとは，仕事に関連する目標志向的な行動を引き起こ

す活性化された心理状態であり，動機づけの個人内要因と個人外要因に規定されつつ，その場，その

時に現れる，仕事へと向かう積極的な心理現象」と解釈できる。

　経営学分野では，モチベーションは「仕事へのモチベーション」を指す用語として使われており
17），仕事への動機づけについては，モチベーションの観点から説明されることが多い18）。また，岡

田ら19）は，「働きがい」は組織行動学における主要概念である「ワークモチベーション」とある程

度の関連性を有する概念であると解釈できるとしている。これらの議論から，「働きがい・仕事のや

りがい」はワークモチベーションの近似の概念として捉えることができると言えよう。

Ⅳ．ワークモチベーション
　「労働者の働くモチベーション」は，科学的管理法（1911）において，労働者による「怠業」の問

題を解決すべく，標準的な課業の設定とその達成に連動したインセンティブ（賃金）の有効性が明ら

かにされた。その後，ホーソン研究（1924-1934）を機に，労働者の生産性を左右する心理的要因の

一つとしてワークモチベーションの重要性が認識されるようになった20）。ワークモチベーションと

は，与えられた職務を精力的に遂行する，あるいは目標を達成するために頑張り続けるなど，組織の

成員が何かに向けて行動しているダイナミックな状態を表す概念である21）。Mitchell22）は，ワークモ

チベーションを「目標に向けて行動を方向づけ，活性化し，そして維持する心理的プロセス」と定義

し，最近ではこの定義が定着している20）21）。ワークモチベーションの研究は，わが国においても，

海外において発展した理論や実証研究をもとにそれを検証するための研究が盛んに行われてきた。し

かしながら，労働者のワークモチベーションへの影響因や規定要因，ワークモチベーションを向上さ

せる心理的プロセスの検討など，ワークモチベーション研究の進展はみられるが，ワークモチベー

ションを構成する様々な側面から焦点をあてた研究はまだ少ないといえる23）。

　本邦においては，労働者のワークモチベーションを測定する尺度が存在しなかったが，近年のワー

クモチベ―ション理論を組み込んだ，Barrickら24）のワークモチベーション尺度を元に，池田ら21）に

よって多側面ワークモチベーション尺度が作成されている。この尺度は「競争志向的モチベーショ

ン（他者よりも優れていたい，他者に勝ちたいという競争的達成動機）」，「協力志向的モチベー

ション（職場の同僚との関りや交流などの対人関係における積極性や協調性を意味する協力的達成動

機）」，「学習志向的モチベーション（新しい出来事への知的好奇心，勤勉性，自分の能力を高める

ことを志向する学習的達成動機）」，「達成志向的モチベーション（自ら取り組むべき課題達成に対

して意欲的，自己の達成や自分なりの基準への到達を目指す達成志向的動機）」４側面36項目（各側

面9項目）からなる。本尺度は，本邦におけるワークモチベーション研究のさらなる発展に寄与して

いくものと考える。
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Ⅴ．おわりに
　本稿においては，「働きがい・仕事のやりがい」の明確な学術定義はなく，その構造についても実

証的に明らかにされていないことを紹介した上で，「働きがい・仕事のやりがい」といった概念が，

ワークモチベーション理論の近似概念であることを説明した。また，近年のワークモチベ―ション理

論を組み込んだ，池田ら21）によって作成された多側面ワークモチベーション尺度を紹介した。自身

の研究結果25）から，「働きがい」という仕事に対する積極的な姿勢が必ずしも労働者の心身の健康

に良い影響を与えているとは言えないことが示唆され，今後，経営・組織心理学分野のみならず，産

業衛生分野においても，労働者の心身の健康とワークモチベーションの関連について，様々な視点か

らの研究を期待したい。
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